
担当府省庁名：外務省　　　

（英文名称・略称）

邦　　貨 外貨１ 外貨２
（千　円） （ドル） （千　　　）

43,664 100
45,713 100
37,450 100

当該年度の収入 397,651米ドル
１位 日本 45,713 100.0 当該年度の支出 345,211米ドル
２位 次年度への繰越(残額） 52,440米ドル
３位
４位
５位

ポストの名称 職　員　氏　名 備　　考

（注２）幸田シャーミン前所長は、２００８年６月２日付で任期が満了し退任。２００９年２月現在、所長は空席。現地職員６名は、全
員邦人。

　最近３年間の我が国支払額及びＯＤＡ率

43，664(千円）

 　拠出上位５ヶ国・地域・機関等　（２００７年のもの）
（２００７年度決算）

　　当該拠出金の目的・用途等 国連に関する広報活動のための費用

平成１８年度
平成１７年度

平成１９年度

（注１）我が国とＵＮＩＣ東京とは会計年度が異なり、我が国からの平成18年度の拠出がＵＮＩＣ東京の２００７年の活動経費等として
使用される。

なし（注２）

 　当該機関重要ポストへの邦人職員送り込みについての具体的な計画

　拠出金名：東京国際連合広報センター拠出金

　国連（事務局）　　　　　国連（基金・計画）　　　　　国連専門機関　　　　　その他　　　

　　邦人職員が占めている幹部ポスト

 　合理化、機能強化のための改革が行われているか。
 　行われている場合はその現状と我が国としての評価

　邦人職員数
　うち幹部以上

　当該機関全体の職員数
　及び邦人職員が占める率

０人(注２）

　うち　０人

０人(注２）

 　当該機関等に対する我が国としての評価　（当該機関等の政策に対する我が国の意見の反映度を含む）

種　　　別

　所管官庁担当局課名 外務省総合外交政策局国連企画調整課

 　国際機関等名
東京国際連合広報センター

（現在の構成員の出身国：南ア、仏、中）

会計検査機関名

全ての職員が日本人により構成されている。

金額
（千円）

国　　　　名
拠出率（注1）

（％）

国連会計検査委員会
（Board of Auditors,UN)

単   位
ODA率（％）

　東京国連広報センター（ＵＮＩＣ東京）は、日本において日本語で国連に関する広報活動を実施するために
設立された国連直属の機関であり、具体的には、国連の日本語資料の作成・日本語ウェブサイトの運営、国
連を代表しての各種行事等への出席・参加、国連に関するセミナー・講演会等の開催、広報面での駐日国
際機関の調整等を行っている。気候変動をはじめ、地球規模の課題の解決に向けて国連の果たす役割は
一層増大しており、国連の活動に対する日本国民の理解と支援を増進することは、我が国が国連をはじめと
する国際社会の場で外交を推進する上で極めて重要である。

　限られた予算の中で最大の効果を生むべく、ボランティアの積極的な活用や他団体とのパートナーシップ
の構築等の努力を行っている。また、幅広い広報を行うためウェブサイトを積極的に活用し、日本語コンテン
ツの内容を充実させることなどを通じて、活動を効率化しながら国内に向けての発信力強化に努めている。

　分担金・義務的拠出金の有無 有（所管官庁）　　　　　　　　　無

　当該機関等に対する分担金を含めた平成１９年度の拠出総額

　国際機関等の財政

United Nations Information Center (UNIC東京)

レート

円貨払い
円貨払い
円貨払い
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